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環境税導入をどう位置づけるか環境税導入をどう位置づけるか

新税としての炭素税導入とその温暖化対策への
特定財源化、あるいは一般財源化(増税)特定財源化、あるいは 般財源化(増税)
新税としての炭素税導入と既存税制の引き下げ
による「環境税制改革」(税収中立)による「環境税制改革」(税収中立)
日本の既存エネルギー税の「炭素税化」

⇒例えば、揮発油税の暫定税率部分を環境税化
するとともに、その使途は一般財源化するとともに、その使途は 般財源化
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日本における環境税導入の選択肢日本における環境税導入の選択肢
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既存エネルギー関連税の課税ベース

課税対象

天然

上流
課税標準

天然
ガス

石油・石油製品 石炭 電力

税目 石油石炭税

課税標準
天然
ガス

ガソ
リン

軽油 LPG 灯油 重油
ジェ
ット
燃料

石炭 電力

下流
燃料

税目
ガソ
リン

軽油
引取

石油
ガス

航空
機燃

電源開発
促進税

税＊ 税 税 料税
促進税

は現行税制の下で課税されている課税対象を示す。

＊「ガソリン税」とは 揮発油(＝ガソリン)に課税ベ スを置く「揮発油税」と「地方道路税」を総称する名称である＊「ガソリン税」とは、揮発油(＝ガソリン)に課税ベースを置く「揮発油税」と「地方道路税」を総称する名称である。

３



排出量取引制度との関係：排
ポリシー・ミックス提案(1)

産業、エネルギー転換、工業プロセス部門産業、 ネ ギ 転換、 業 部門

⇒下流型排出量取引制度を実施。

これらの部門の国際競争力問題に対処する⇒これらの部門の国際競争力問題に対処する
ため、環境税は課税するが、その税率は割り引
く 将来的にはオ クシ と 棲み分けが必要く(将来的にはオークションとの棲み分けが必要)
運輸、民生（業務・家庭）、中小企業輸、民 （業務 家庭）、中 業

⇒環境税の導入により対応。
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排出量取引制度との関係：
ポリシー・ミックス提案(2)費用

MCAMC1 MC2 MCB

p2 I J

p1 H

排出量O EAE 排出量O EAE
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排出量取引制度との関係：
ポリシー・ミックス提案(3)

環境税を上流で導入するのか、それとも下流で
導入するのかによって、税の還付をめぐって、異
なる執行上の問題が発生

下流で環境税を導入すれば、環境税の課税ポイ
ントと還付ポイント(下流)が一致するという利点ントと還付ポイント(下流)が 致するという利点

しかし、下流での環境税の執行には、課税漏れ、
課税逃れの可能性があり 仮に徴収できたとし課税逃れの可能性があり、仮に徴収できたとし
ても大きな徴税費用がかかる可能性
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排出量取引制度との関係
ポポリシー・ミックス提案(4)

化石燃料の流れの上流で炭素含有量に応じた課税

下流で排出量取引制度対象企業に対する本来税率
の、例えば75％分の還付

しかし、

・納税者と還付対象者が異なる

・還付対象者と還付非対象者をどう区別するのか

という問題が発生という問題が発生

欧州では、付加価値税のインボイス制度を利用して、
上流課税＆下流還付を実施上流課税＆下流還付を実施
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排出量取引制度との関係
ポポリシー・ミックス提案(5)

「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」に
記載されたCO2排出量を情報的基礎として利用
することで解決できないか

（注）義務的な排出量取引制度が導入されていることが前提となる。

還付額＝CO2排出量ⅹ通常税率(p2) ⅹ0 75還付額 CO2排出量ⅹ通常税率(p2) ⅹ0.75
メリット１：正確な情報を報告するインセンティブ
が働くが働く

メリット2：相対的に徴税コストがかからない方法
になっているになっている
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